経済政策走り書き「現代アメリカ経済」
・教科書をナナメ読みしつつ取ったメモです。論理性、順序などのクオリティは全く保障しません。ポイントを網羅している自信もありません。
・第２章を解く人で教科書が重くて泣きそうな人はよかったら。私もですけど。笑
・レーガノミックスまででとりあえず挫折
・レジュメを併読してください。経済用語・ケインズ理論などアメリカ限定でないものは触れていません。
・疑問点があったら確実に私が間違っているので教えてください。むしろ直してください。でも他の教科もやらないと終わるからなあ…按配が難しい。
＊読むにあたって
　　政策（メイン）　意義　　概観　＊：政策ではないよね、というもの
のつもりです。
＊一通り書いてみて
　「経済政策」の授業である以上は経済政策について論じるのであって、そうなるとニューディール～持続的成長が一番出しやすい、というか持続的成長の限界はメインで出せるのだろうか…。
過去問を見る限り、財政・金融政策の理論とアメリカの諸政策を対応させて論じろ、なんていう鬼畜な問題はなかったので、例年通り別々に暗記して乗り切れることを切に望んでいます。え、希望的観測だって？
あと上の書き分け制度は一部放棄しました、ごめんなさい。
＊教科書について
　分かりやすく何度も同じことを書いて下さっているので心して飛ばし読みしましょう。

＊加筆修正したらタイトル・本文に反映させます
第１章
◆ニューディール
1929．10「世界大恐慌」　…ニューヨーク証券取引所の株価大暴落　→30年代の長期不況
↓
33　ニューディール政策　　◎「大きな政府」登場の始まり
　　　　連邦政府の経済への積極的介入・調整
「ビッグ・ビジネス」とそれに対抗する組織労働、という図式を再編成
○産業
　・全国産業復興法（NIRA）
　　　　不況カルテルによる競争制限　　　　→企業利潤の回復
　　　　労組の強化・労働側の交渉力強化　　→生活賃金保障による消費購買力維持
　　　→違憲判決
→35ワグナー法（労働条項）
　・農業調整法（AAA）
　　　　作付け制限とそれに応じた補償金支給
　　　　　　→「パリティ価格」（09～14年の物価水準）まで農産物価格引き上げ、を目標
　　　→違憲判決
○金融　　→大きな効果なし；
　・低金利維持政策
　　　　市場追随的・効果薄
　・復興金融公社（フーヴァー）の方がよかった　　＜救済貸付・融資＞
　・ドルの切り下げ
　　　　価格上昇を狙った　が、無理
　・銀行および証券市場の制度改革
　　　　預金保険制度
　　　　グラス=スティーガル法　→銀行の証券業務兼営を禁じる
○財政
　・積極的な財政支出による有効需要の創出と拡大　（「ポンプの呼び水」政策）
　　　　　公共事業（TVAなど）
　　　　　失業対策
　　　☆ニューディール政策は、事実上ケインズ主義的政策
○社会保障制度（失業保険・年金制度）　　→福祉国家の基本要素
But　実験的性格のため1937年に恐慌発生
　　　　経済回復過程での投機的株価上昇・米への金流入→金融引き締め政策→市場混乱
◎結局、米経済が30年代の不況から完全に脱却するのは、WWⅡの戦時経済のおかげ。
◆WWⅡ時の戦時経済システム
　　　戦時特有の経済拡張の構造　─「戦時高蓄積」体制
　　　　　↑
　　　　・軍需拡大
　　　　・戦時経済特有の経済拡張ループ
＜財政（軍需）支出→軍需発注→企業利潤・所得の増大→戦時財政・金融機構→軍需支出＞
　　　　・戦時産業動員体制
　　　　　　　生産体制＜企業間・労使関係＞・価格機構を管理統制、維持
　＊消費生活の維持と拡大　　
「超完全雇用」→失業の恐怖から解放
　　生産増　　　　←労働時間の延長
新鋭設備と大量生産方式導入による生産性の上昇
○レンド・リース
　　　連合国援助
　　　戦後の最終決済で帳消しとし、戦債を残さない（⇔WWⅠ）
　　→戦後の米中心の世界政治経済秩序の形成の手段に。
○戦時財政・金融メカニズム
　　　・戦時増税
　　　　　　「超過利潤税」…戦時の超過利得の抑制と同時に戦費調達を実現
戦後の「自動安定化装置」確立の前提に
　　　・戦時公債発行
　　　　　　戦後の公開市場操作の前提に
　　急増した戦時財政を賄う
　　軍需発注による大幅な個人所得と企業利潤の増加分が財政に吸収されさらに軍需発動
○「軍産複合構造」
　　　　軍と個々の大企業間との密接な関係
　　　　戦時生産体制を機能させるための調整・統制を実施
　　　　
　　・戦時転換
　　　　　耐久消費財・住宅建築の禁止（＋戦時の所得増加）→「繰り延べ需要」を累積
・政府資金の投入による国家主導の生産能力・産業基盤の創出と拡充
○価格統制・需給調整
　　　生産必要量計画→水平的配分
統制資材計画→垂直的配分　　⇒大企業の中心の企業体制を強化
○労働者訓練計画
「産業内訓練」　…熟練労働者の育成
　→統制職業紹介制度により労働力を配分
○戦後労使関係
　　　　戦時労使休戦
　　　　　　ストライキ放棄⇔賃金維持・労働条件保障
◎戦時価格統制・軍需の大量発注・生産性上昇・実質賃金抑制→企業の利潤増加
　　　　　　　　　　　（増税で財政に吸収されるが、税引き後の利潤も増えた）

第２章
◆戦時再転換　　「大きな政府」
・軍需→民需へとシフト　＜とくに耐久消費財＞
　→戦時支出激減　 ⇔　民需の拡大
相殺　　（繰り延べ需要・財の在庫再形成・事業投資拡大・輸出需要）
・景気循環は、
　　実質経済成長率が鈍化ないし微減するだけの「グロース・リセッション」に
・価格統制・賃金抑制を1946年まで続行⇔価格上昇・投機ブームの防止
○伝統型労使関係　「労使妥協体制」
　　経営権の承認　⇔　　所得保障
　　　　　　　　　　　　社会制度（医療・失業）
　　　　　　　　　　　　雇用保障（せニョリティ・ルール＜先任権＞）
　　タフト=ハートレイ法
　　　　労組の組織化と直接行動の規制　　ワグナー法で認めた権利を削減
○財政・金融
　　戦時税制の維持（～48）→インフレ発展を抑制
　　公債政策のまま→銀行の信用拡大
　　　　⇔政府の経常現金黒字で銀行が保有する政府証券を減らして信用抑制
○対外援助の継続
　　戦後世界の経済秩序の再建と確立→戦後パックス・アメリカーナ形成に寄与
＊戦後企業体制
　　WWⅡ軍需→企業力強化
　　大量生産システム・技術革新→生産性↑
　　耐久消費財産業が戦後産業構造の基軸として復活
　　　　↑繰り延べ需要を中心に民需拡大
○世界経済的制度枠組み　　米自らの「国益」をベースにした考えの下形成
・IMF=ドル体制
　　ドルを基軸通貨とする固定為替相場制
・GATT体制
　　自由貿易体制
・軍事体制
　　社会主義の「封じ込め」政策を軸とした東西冷戦体制
・「ドル散布」
　　アメリカへの需要を継続的に保障
　　先進工業国の「持続的成長」を媒介
・スターリング圏
　　→「ブリティッシュ・ローン（37億ドル）」＋信用を英へ供与
　　　　⇔スターリング圏の解体・ポンドの交換性回復を条件とする
⇒米による経済秩序確立
第３章
◆持続的成長　　　※同時に、「価格の下方硬直性」
・「成熟した寡占体制」
・「労使妥協体制」→高賃金
・官僚化した企業経営組織
　　　　↓
　　労務コストの上昇圧力　を構造的に組み込む
　　　（賃金コストの削減不可・中間管理層増大・「パターン・バーゲニング」p150）
　　　　↓
　　①生産性の上昇
　　　　　大量生産システム・技術革新・機械化/オートメーション化
　　②価格転嫁「マークアップ・スプライシング」
　　　　　寡占的企業行動に基づく価格転嫁　　　　　　　　　　　　によって吸収。
○アメリカ経済の成熟化
　　①消費市場の成熟化
　　　　　WWⅡで所得増大→中産階層の維持・拡大→耐久消費財/建築　需要を支える
　　②産業的成熟化
　　　　　戦時以来の企業力が維持
　↓
設備投資少、消費支出主導型の経済成長
○「成熟した寡占体制」確立（50年代後半～）
　　　→需要の伸びの低下・寡占市場
○戦後企業体制→経済安定化が必要条件
　　急激な経済の縮小→労使関係が崩れかねない
（各種保障により価格転嫁が困難→体制維持できない？）
　　市場需要の変動→大量生産システムが成立しない
　　マクロ経済的な超過需要の継続的発生・サプライショック→インフレ悪化
　　
↓
政府による安定化政策が必要
　・「ポリシー・ミックス」を強調　p170~熟読すべし。
　　　　財政・金融政策が相互に連携
　　　　　　財政：裁量的政策/自動安定化装置＜レジュメ。累進所得税＋失業給付＞
　　　　　　金融：預金保険制度…セーフティネットの機能を果たす
　　　　　　　　　金利の上限規制・各種銀行規制
　　　　　　　　
　さらに大事な経済安定化機構は…、
　・「軍産複合構造」
　　　　　アメリカの機関的な重化学工業の産業企業に安定的な市場を保障し、常に需要を下支えする機能を果たす
　・「福祉国家」
　　　　　米では企業福祉のこと。
　　　　　雇用保障・社会制度→「豊かな社会」
　　　　　But　若年層・「マイノリティー」・老齢者は主要労働者から構造的に排除（「労働市場のセグメンテーション」）
　　　　　→「豊かな社会」における貧困
第４章
◆「持続的成長」の限界　政策はほぼない…ので理解すればいいのかな？
◇まずはざっと流れを。
朝鮮戦争～　インフレ加速
50年代「クリーピング・インフレーション」　→インフレ体質顕在化
58年～　景気後退、過剰生産能力が問題に　
　　　　 金の流出でドルの信認が揺らぐ
60年代～　鉄鋼・自動車輸入増加→国際競争力の優位に懸念　　←日・西欧の伸張
60年代後半～　インフレ加速（←ベトナム戦争）・国際収支悪化→ドル危機
71年「ニクソン声明」　…金・ドル交換性の停止　「新経済政策」
　　　スミソニアン協定…主要通貨が変動相場制へ移行
73年　石油危機→世界的インフレ
74～75年　戦後最大の景気後退
↓
持続的成長の終焉、「低成長」の時代へ
◇では、原因はなんだったのだろう？
　　○日・西欧の産業復興と経済発展による米の経済優位の低下
　　◎アメリカ経済の戦後システムそのものに内在した問題
○構造的問題
・大量生産システム
→「生産性ジレンマ」
　　　少品種大量生産→生産ラインの硬直的性格が増す
　　　多品種化→効率性低下
・官僚化・成熟した寡占体制
→製品系列の多様化・事業の多角化に伴う分権的事業本部制
寡占体制による投資水準の低位傾向と技術革新の遅滞
・伝統的労使関係（硬直的戦後労務管理）
→「職場の荒廃」…生産現場の不満
　労働生産性上昇の鈍化・製品品質の問題＋インフレ高進→過小償却
・戦後企業体制＆戦後労使関係
→賃金・物価のインフレスパイラル構造
・政府のマクロ経済的機能の欠点
　　１．福祉プログラムによる財政支出拡大
　　２．「軍産複合体」→性能＞コスト→軍需産業の生産合理化のインセンティブを弱める
・IMF=ドル体制
　　１．「流動性ジレンマ」
　　　　　　国際取引・外貨準備の増大に伴う国際流動性増加がアメリカの国際収支赤字を通じて供給される→米の金準備不足→ドル不信→ドル危機
　　２．インフレ促進を内包
　　　　　・国際収支黒字国→ドルの買い支えを通じて国内流動性拡大→インフレ因子
・各国の不均等発展に適応して為替相場調整が可能
　　　　　　→自己実現的投機を生み、為替投機促進
○ベトナム戦争とインフレ高進
57～58年の景気後退→ドルの信認の低下→「ドル防衛」が問題に。
↓
61「ニュー・エコノミクス」理論に基づく経済拡張政策
所与の財政制度・租税構造の下で、経済活動水準が完全雇用に復帰したときに発生すると予測される財政収支を完全雇用余剰と定義する。このとき、潜在成長率を仮定して、完全雇用が達成されるまで赤字財政支出により需要を創出する、という考え方。
　　　　対設備投資：「加速度償却」（減価償却のスピードを速めることにより減税）による減税政策で投資を刺激→インフレ進行による過小償却是正
↓
62～　再び経済拡張
　　　物価上昇加速→景気過熱気味
さらに、ベトナムへの軍事介入拡大
　　　　　　↑パックス・アメリカーナ維持と反共「ドミノ理論」
　　　　　　⇔反戦運動・公民権運動などの社会問題
↓
「偉大な社会」　・・・ベトナム戦争にも貧困に対する戦争にも勝利する
　　　　→国防・福祉支出拡大
　　　　→景気過熱・インフレ拡大を大きく加速→IMF=ドル体制崩壊
○ドル危機
・ドル価値→1934　金準備法（金１オンス=35ドルを保障）
　　　　　　↓ドル余剰により金価格の上昇圧力
　　　　　　1968　金の二重価格制　→金価格の上昇、ドルに対する金の裏づけ形骸化
○戦後最大の不況（73－75）
73　天候不順による凶作→農産物価格高騰・一次産品価格も攻勢を強める
　　オイルショック
　「クリーピング」→「ハイパー・インフレーション」（２桁の物価上昇）
　　ニクソンの賃金・物価の直接統制
　→大きなインフレ高進圧力の下放棄される
☆インフレと景気過熱抑制→厳しい金融引き締めに頼らざるを得なくなる
↓
74～75景気後退　低成長の時代に。
But大恐慌の再現にはならず
　①中央銀行による「最後の貸し手」機能
　　　　　銀行救済
「セーフティネット」が機能→金融破綻の防止
　②「大きな政府」の機能
　　　　　自動安定化装置と裁量的政策→個人過処分所得が維持・増加
　③賃金の下方硬直性　→個人所得維持　→消費需要の急落を回避
＊景気後退がもたらしたもの
　　エネルギー価格高騰によるインフレの悪化、需要縮小、国際競争の基準不安定化
　　技術革新の加速、日本型経営・生産システムの有効作用・世界的産業編成の再編成
○スタグフレーション　p226～
1970年代後半
国家によるケインズ主義的景気管理機能の限界の顕在化
経済成長を刺激するための積極的財政支出拡大と金融緩和政策による経済拡大政策
→コスト・プッシュ構造が一段と強くなった状況の下でインフレを加速
①構造化されていたインフレスパイラルの悪化
　　　インフレの高進を受けて、労組の圧力により賃金上昇→労務コスト上昇
②変動相場制への移行により生じたドルの減価が輸入価格を上昇させ、物価も上昇
→企業は投資拡大による効率化ではなく雇用削減と価格転嫁によるコスト吸収を試みる
　＋不況により需要の縮小
低賃金を求めての工場移転→産業の空洞化→設備投資盛り上がらず
→供給能力が需要の伸びに遅れる傾向となり、国内雇用の伸びを抑制
ケインズ主義的政策の有効性疑問→マネタリズム台頭
○第２次石油ショック
金融調整政策→マネタリズムの方向に転換
アメリカの金融政策は、通貨供給量の成長率を固定する、マネタリストの原則を採用
→金利水準の急上昇
→累積債務危機・国際金融不安＠中南米
第５章
◆レーガノミックス
　1980年代～戦後システムの大きな変容
　　・資本主義vs資本主義（摩擦と競合）・地域統合の促進・活動拠点のグローバル化
　　　「グローバリゼーション」「大競争」「市場主義」
　　・再編と転換の時代
○レーガノミックス
「新保守主義」「新自由主義」（要するに小さな政府。）＜ケインズ主義政策の放棄＞
産業再活性化の政策理念：「市場機能の重視」「ディレギュレーション」
経済政策：「サプライサイダー」（供給重視の経済学）
　　　　 通貨金融政策としての「マネタリズム」
①投資減税・個人所得税減税
　　投資減税─経済再建説法：加速償却制度の導入
　　個人所得減税→貯蓄率を高めて投資資金の供給を拡大
②各種政府規制の緩和・撤廃
　　企業活動の活性化をはかる
③労使関係の転換
　　労働組合に対する強硬姿勢

・支出面では「レーガン軍拡」の推進と福祉支出削減困難
・収入面では大幅減税と不況　　　　　　　　　　　　　　　　財政赤字急増
☆レーガノミックスは、「軍事ケインズ主義」
・アメリカのマクロ経済的な経済拡張の枠組みを与える
　　　リストラクチャリング・エンジニアリングなどの経営合理化
・財政赤字→ドル高・高金利問題　　米産業に不利
＜財政赤字の拡大→高金利の持続→外国資金の流入の促進＞
財政赤字は外国資金流入に支えられつつ、有効需要を経済に追加し、一方、減税の効果と相俟って、個人消費と設備投資を増加させた。
・国内産業の衰退のため、需要に見合った投資と共急拡大は誘発せず、むしろドル高と相俟って輸入増大に帰結し、貿易・経常収支の赤字が累増
・ドル高による生産拠点の海外移転→貿易赤字の急速な拡大
「双子の赤字」問題の出現
↓
国内産業企業の経営環境の悪化→通商政策の面で80年代に保護主義的傾向が高まる
○保護主義
「新自由主義」理念にそぐわない
・輸出自主規制措置　対アジア地域（繊維）
・二国間協定・輸入規制措置
・先進国間摩擦
・「一方的措置」（80年代後半～）
⇔積極的攻勢
　　・GATTのウルグアイ・ラウンド→金融・医療関係など競争力のある分野の自由化
　　・数値目標を掲げた「管理貿易」
（ex日米半導体協定…日本に外国製半導体の市場シェアの20％を確保させる）
○「ドル政策」
　　　双子の赤字→累増した対外純債務によってドルが暴落しかねない（ドル不安）
　　　→「国際協調」による政策的介入に傾斜
　　　　プラザ合意　　→ドル高是正
○地域統合　　積極的攻勢その２！！
　　　NAFTA（94）…とくにメキシコをアメリカ多国籍企業の製造拠点として活用
　　　他地域内のみの地域統合には反対
　　　WTOについても、「国益が脅かされる場合には脱退
◎レーガノミックスは、単に「市場機能」に委ねるだけではなく、保護主義やドル政策など、政府機能を発揮する面も含む。
1990～　アメリカ経済好況
　ハイテク・情報通信・ネットワークなど新興工業が大きな焦点
　⇔既存の諸産業の主要企業の収益が改善→設備投資の加速など経済拡張の大きな動因に
◇減価償却・加速度償却・過小償却　ごめんなさいコピペ＋加筆です（残念）
減価償却費：経理上は決算手続きで減価償却費を計上して資産価額を減らす。
　減価償却費＝（取得価額－残存価額）×償却率　
　　　　　　　　償却率は償却方法と耐用年数によって決まる
加速度償却：設備の減価償却を法律で定めた期間より前倒しで進められる仕組み。投資の初期段階で損金として課税所得から差し引ける金額が増えるので、企業は設備投資に動きやすくなる。
過小償却：過去の決算内容と比べて極端に償却額が少ないこと。インフレが進行すると残存価額も上昇するので減価償却費が減る、ということでしょうかね。

